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ため、県民や市町、森林所有者、林業事業体など関係者の皆さんに森林・林業に関する具体的

な施策の方向を示し、関係者が一丸となって三重の森林づくりに取り組んでいけるよう、今回、

「三重の森林づくり基本計画」を改定するものです。 

 

２ 森林･林業を取り巻く社会情勢の変化 

（１）森林法等の改正や、国の新たな森林・林業基本計画の策定 

国は、林業の成長産業化を実現するため、適切な森林施業を通じて、国産材の安定供給体制

の構築・森林資源の再造成の確保・森林の公益的機能の維持増進を図るための一体的な措置を

講ずることを目的として、平成 28年５月に森林法等を改正しました。 

改正された森林法では、森林所有者等に対し伐採後の造林の状況報告を義務付けることで、

伐採後の再造林を確保するほか、市町村が林地台帳（森林の土地の所有者、境界測量の実施状

況等を記載）を作成し、その内容の一部を公表する仕組みを創設することにより、森林組合や

林業事業体等が取り組む所有者や境界の特定、施業集約化等を一層促進することとしています。 

森林組合法の改正では、森林組合が自ら森林を保有・経営する「森林経営事業」の要件等を

見直すことにより、経営意欲の減退した森林所有者の森林等について、森林組合が代わって積

極的に森林経営を行えるようにし、施業集約化を促進することとされました。 

また、平成 28年５月に閣議決定された新しい「森林・林業基本計画」では、戦後造成されて

きた人工林が本格的に利用可能な段階に入ったとの認識のもと、「資源の循環利用による林業の

成長産業化」、「原木の安定供給体制の構築」、「木材産業の競争力強化と新たな木材需要の創出」

を柱として進め、これらの取組をとおして林業・木材産業の成長産業化による地方創生に寄与

することとしています。 

 

（２）主伐・再造林のサイクルによる循環型林業の確立に向けた新たな動き 

林業の採算性の悪化により、伐採後の再造林費の捻出が厳しい状況であることから、多くの

森林所有者が主伐を控えています。また、仮に再造林を行ったとしても、ニホンジカ等の食害

により更新が困難になるなどの事例が、森林所有者の伐採意欲をさらに後退させています。 

このため、県では、公益的機能を適切に発揮しつつ森林資源の計画的な造成・利用の推進に

向けて、一貫作業システムやコンテナ苗の普及など、育林経費の約 7 割を占める初期造林コス

トの低減を図る低コスト造林の取組を進めています。こうした取組により、林業の採算性の向

上と、素材生産量の増加を図るとともに、今後は、森林法に基づく造林の実施状況の的確な把

握、野生鳥獣による被害対策の適切な実施等を推進し、主伐・再造林の循環を取り戻していく

必要があります。 

 

（３）間伐実施面積の減少 

平成 24年に「森林経営計画制度」が創設されるとともに、国の補助事業による支援策も大幅

に見直しが行われ、これまでの「伐捨間伐」から「搬出間伐」への転換が行われました。予算

規模の伸びが見られない中で、事業単価が約３倍程度に増加したことにより、単年度当たりの

間伐面積は、伐捨間伐が主体であった平成 23 年度以前と比較して大きく減少した状態が続き、

その結果、平成 18年度からの累計においても目標を下回る結果となっています。 

これまで間伐を推進してきたことに加えて、10齢級（46年生）以上の人工林が 75％を占める

中で、以前に比べて間伐が必要な森林は減少すると考えられますが、京都議定書に代わる地球

温暖化対策の新たな国際枠組みである「パリ協定」が平成 28 年 11 月に発効し、我が国が国連

に提出した約束草案では、2030 年度までに 2013 年度比で温室効果ガス排出量を 26％削減する

こと、この削減目標量のうち、2.0％分に当たる約 2,780万ＣO2トンについては、森林吸収源対
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策によって確保することを目標としています。この森林吸収量の目標を達成するためには、引

き続き、間伐や主伐後の再造林等の森林整備と併せて、木材利用の推進等の森林吸収源対策を

着実に実施していくことが必要であり、そのためには、継続的に森林整備を実施するための安

定財源を確保することが大きな課題となっています。 

 

（４）森林環境税（仮称）および森林環境譲与税（仮称）の創設 

森林を整備することは、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や水源のかん養、地方創生

や快適な生活環境の創出などにつながり、その効果は広く国民一人一人が恩恵を受けるもので

す。 

しかし、森林整備を進めるにあたっては、森林に関心が薄い所有者や所有者不明森林の増加、

境界未確定の森林の存在や担い手の不足等が大きな課題となっており、パリ協定の枠組みの下

でわが国の温室効果ガス排出削減目標を達成し、大規模な土砂崩れや洪水・浸水といった都市

部の住民にも被害が及び得る災害から国民を守るためには、こうした課題に的確に対応し、森

林資源の適切な管理を推進することが必要です。 

このようなことから、国の平成 30年度税制改正大綱においては、前述の諸課題に的確に対応

するための地方財源を安定的に確保する観点から、平成 31年度税制改正において、森林環境税

（仮称）および森林環境譲与税（仮称）を創設することとされました。森林環境税（仮称）は

平成 36年度からの導入、これに先立って都道府県と市町村に配分される森林環境譲与税（仮称）

が平成 31年度から導入されることとなっています。 

 

（５）森林経営管理法の制定 

国は、平成 30 年５月に新たに「森林経営管理法」を制定し、平成 31 年４月から施行するこ

ととしました。 

森林経営管理法は、市町村が森林所有者に意向調査した上で森林所有者から経営管理を行う

ための権利（経営管理権）を取得し、自ら経営管理を行う、もしくは権利（経営管理実施権）

を「意欲と能力のある林業経営体」に委ねる仕組み（新たな森林管理システム）の導入を柱と

するものです。市町村が森林所有者から森林の経営管理権を取得して、自ら経営管理を行う場

合の費用には、並行して導入が予定されている森林環境譲与税（仮称）を充てることとされて

います。 

このように、森林・林業行政における市町の役割はますます重要となってきています。 

一方で、市町においては林務担当者が不足するなど執行体制に課題を抱えていることから、

県においては、新たな森林管理システム等が円滑に運用されるよう、市町をサポートするとと

もに、森林環境譲与税（仮称）の活用についても市町と相互に連携を図りながら検討を進める

必要があります。 

 

（６）みえ森と緑の県民税の導入 

県内における台風等による災害の発生をふまえ、県民の安全で安心な暮らしを確保する上で、

山地災害の防止、水源のかん養、地球温暖化の防止等、森林の公益的機能の果たしている役割

は重要であり、その恩恵を広く社会全体が享受していることに鑑み、災害に強い森林づくりお

よび県民全体で森林を支える社会づくりを推進するため、平成 26年４月から「みえ森と緑の県

民税」を導入しました。 

この税により、「みえ森と緑の県民税基金」を造成し、県では主に「災害に強い森林づくり」

を、市町では主に「県民全体で森林を支える社会づくり」の取組を進めています。「みえ森と緑

の県民税」は、導入から概ね５年を目途に見直しを行うこととされていることから、平成 30年

度において見直しを進めているところです。 
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（７）水源地域の保全に向けた新たな条例の制定 

森林所有者の森林への関心の低下や、山村の過疎化・高齢化に加え、他の道県では外国資本

等による森林の取得事例も報告されるなど、水源地域の森林の荒廃や所有目的が不明確な森林

の増加が危惧されています。このため、県では水源地域の適正な土地の利用を確保し、森林の

有する水源のかん養機能の維持増進につなげることを目的として、平成 27年７月に「三重県水

源地域の保全に関する条例」を制定しました。この条例に基づき、県内民有林の 81.8％に相当

する約 28万５千 haを水源地域に指定し、森林売買の際には県への事前届出を制度化したほか、

水道の水源となっているダムの上流や簡易水道の水源地等、水源地域の 17.6％に相当する約５

万 haを特に重要な地域として特定水源地域に指定しました。 

今後は、特定水源地域について森林法に基づく保安林指定の推進や、市町等による森林の公

的な管理を促進していく必要があります。 

 

（８）森林の所有者・境界の不明化の進行 

森林は、木材の生産はもちろん、水源のかん養、県土の保全、地球温暖化の防止、生物多様

性の保全などの多面的な機能を発揮することによって、私たちの暮らしを支えています。しか

し、木材価格の長期低迷による林業採算性の悪化などにより、森林所有者の経営意欲が減退す

るとともに、高齢化や相続による世代交代が進行し、実際の所有者や境界が不明な森林が拡大

しています。  

こうした問題は、間伐等の手入れが遅れた林分の増加や、施業の集約化に支障をきたすなど、

森林の公益的機能の発揮や効率的な木材生産を進める上において、大きな課題となっています。 

 

（９）木材需要を巡る状況の変化 

我が国の人口は平成 22年にピークを迎えて以降減少局面に転じており、今後、住宅着工戸数

の減少が予測されています。縮小が見込まれる市場において、住宅分野での木材需要を拡大す

るためには、外材等から国産材への転換を住宅メーカー等に働きかけるほか、地域材に魅力を

感じる消費者を増やすとともに、今後、増加が予想されるリフォームでの内装材等の新たな需

要を取り込み、特に建築用材における県産材の利用率を高めていく必要があります。 

また、中国等における木材需要の増加や韓国におけるヒノキ人気の高まりなどを背景として、

日本からの木材輸出量は増加傾向にあり、平成 29 年の木材輸出額は 326 億円となっています。

県においてもこうした動きの中で、平成 27年２月に県内から初めて韓国・台湾向けに原木が輸

出されました。 

日本から中国への輸出については、土木用や梱包材等としての原木輸出が中心でしたが、日

本の建築基準法に当たる「木構造設計標準」が改定され、スギ、ヒノキを構造材として利用す

ることが認められることとなり、製材品輸出の活路が開けました。 

このような木材の輸出を巡る環境変化に的確に対応し、より付加価値の高い木材製品の輸出

拡大につなげていくことが重要となっています。 

さらに、平成 26年 11月に県内初の木質バイオマス発電所が稼働し、平成 28年７月にさらに

２箇所、平成 30年１月に新たに１箇所で操業を開始するなど、燃料用木質チップの原料となる

Ｃ材（低質材）の需要は大きく増大しています。また、紀伊半島で初めてとなる大型合板工場

が平成 30年３月に操業を開始し、Ｂ材（合板材）需要が大幅に増加しています。 

加えて、平成 30年３月には経済同友会が「地方創生に向けた“需要サイドからの”林業改革～日

本の中高層ビルを木造建築に！～」を公表し、この中で、需要サイドから新しい林業の構築や積極

的な国産材の利用を提言するなど、経済界においても国産材利用を推進する機運が高まっています。 

また、木材を建築材料として活用することで循環型社会の形成や国土保全、地域経済を活性化

する観点から平成 30年６月に改正された建築基準法においては、木材利用に係る規制が緩和さ
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れ、建築物における木材利用のチャンスが拡大しています。併せて、森林環境譲与税（仮称）の

導入を契機に都市域において公共施設等における木材利用が進むことも想定されます。 

このため、こうした大規模な需要に対して、原木を安定的に供給できる体制の構築と併せて、

Ａ・Ｂ・Ｃ材のバランスよい需要を確保しつつ、原木の最も価値の高い部分であるＡ材の需要

を拡大し、１本の木の価値を最大化していくことが課題となっています。 

 

（10）持続的な森林・林業経営を担う人づくりの機運の高まり 

長引く材価の低迷や、日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）やＴＰＰ１１の締結により、外材との

競争環境はさらに厳しくなることが予想され、林業や木材産業を取り巻く環境は依然厳しい状

況となっています。その一方で、県内の森林資源の多くは利用可能な時期を迎えており、豊か

な森林資源の利用を促進して林業の活性化を図ることが喫緊の課題となっています。 

特に、県土の６割以上を森林が占める三重県において、林業は、中山間地域の仕事の場の創

出や定住促進など、地方創生のために欠かすことができない産業となっています。 

林業により森林を適正に管理しつつ、中山間地域の活性化につなげていくためには、これま

で以上に、効率的な林業経営や森林資源をはじめ地域の資源を生かした新たな林業ビジネスが

展開できる先進的で経営センスにあふれた人材が求められます。このようなことから県では、

平成 29年３月に「三重県林業人材育成方針」を策定し、これをふまえて、新たな林業人材育成

機関である「みえ森林・林業アカデミー」を平成 30年 10月にプレ開講、平成 31年４月に本格

開講し、主に既就業者を対象とした人材育成に取り組むこととしました。また、オール三重で

アカデミーの運営をサポートするため、趣旨に賛同する林業関係団体や事業体、企業、高等教

育機関、市町等で構成する産学官連携組織を設置することとしています。 

 

（11）森林環境教育・木育の推進 

県では、これまでも、「三重の森林づくり基本計画」に基づき、森林環境教育の機会の拡大を

図ってきましたが、「みえ森と緑の県民税」導入後は「県民全体で森林を支える社会づくり」の

重要な取組の一つとして、森林環境教育・木育の推進に注力しています。 

平成 28 年４月には、「みえ森づくりサポートセンター」を開設し、森林環境教育・木育活動

のコーディネート、指導者の紹介、出前授業など、森林環境教育・木育に取り組んでいただく

方をサポートする総合窓口として活動を開始しています。 

また、平成 30年６月には、市町等の行政機関や木育関係民間団体等が連携する場として「み

えの木育ネットワーク」を設立し、「木育」の取組を加速化させています。 

 

（12）ＳＤＧｓ、ＥＳＧ投資への関心の高まり 

2015 年９月に、持続可能な社会を作るための 2016 年から 2030年までの国際共通の目標であ

る、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が国連で合意され、17の目標が設定されました。 

林業は、持続可能な森林経営を行うことによって、ＳＤＧｓで掲げられた 17 の目標のうち、

14 の目標達成に貢献できること、生産活動を行うこと自体が目標達成に貢献できることといっ

た特徴を有することから、ＳＤＧｓの達成にあたっても、森林・林業の果たす役割が大きいもの

と認識されてきています。 

また、環境・社会・企業統治に配慮している企業を重視・選別して行う投資をいう、ＥＳＧ

投資が広がりを見せる中で、ＳＤＧｓとの親和性の高さ、取組の容易さから、森林・林業がＥＳ

Ｇ投資の文脈でも注目を集めるようになっています。 

本県では、先進的な森林所有者等が、森林環境を適切に保全し、地域の社会的な利益にもか

ない、経済的にも持続可能な管理された森林を国際的に認証するＦＳＣ認証を日本で最初に取得

するなど、早くから社会や環境にも配慮した林業に取り組んできた実績があり、こうした特徴を
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強みとして、これまで森林・林業とかかわりの少なかった産業との連携を進めていく必要があり

ます。 

 

３ これまでの取組の成果と課題 

【基本方針１ 森林の多面的機能の発揮】 

（これまでの取組の成果） 

〇平成 18 年度から 29 年度までの 12 年間に、環境林では、針広混交林化への誘導を図るため、

30,098ha の強度間伐を実施するとともに、生産林では、健全な森林資源の育成を図るため

53,587haの間伐を実施し、併せて 83,686haの間伐を実施しました。 

〇増加する野生鳥獣による被害を防止するため、植林地への防護柵等の設置を行うとともに、

ニホンジカの生息頭数を適正化するための大量捕獲方法の開発などを進めました。 

〇山地災害を防止するため、集中豪雨等により発生した災害の復旧工事を行うとともに、重要

な水源地において治山施設の整備と併せて荒廃森林の整備や、機能が低下した保安林の機能

向上を図る本数調整伐を実施しました。 

〇平成 26年度からは、みえ森と緑の県民税を活用した災害に強い森林づくりを進め、災害緩衝

林整備事業として 18 市町、131 箇所において流木となる恐れのある危険木の除去と渓流沿い

の山腹で土砂や流木の流出を抑止するための調整伐を実施しました。また、土砂・流木緊急

除去事業では、10市町、23箇所において、崩壊土砂流出危険地区内の治山施設などに異常に

堆積して流出する恐れのある土砂と流木の撤去を行いました。 

 

（課題） 

〇間伐については、平成 18 年度からの間伐実施面積の累計は 83,686ha となりましたが、目標

としていた 95,200ha を達成することはできませんでした。平成 24 年度を境に、国の方針が

「伐捨間伐」から「搬出間伐」に転換し、予算規模の伸びが見られない中で、造林補助事業

の単価が約 3 倍程度に増加したことや、森林環境創造事業や治山事業等の森林整備に係る予

算も減少傾向にあることが大きな要因となっています。 

平成 31年度から、森林環境譲与税（仮称）を財源として新たな森林管理システム等に基づ

く森林整備が実施されることから、既存事業による取組とともに計画的に生産林、環境林の

整備を進めていく必要があります。 

〇ニホンジカ等による林業被害額は、平成 20 年の約２億４千万円に対して、平成 29 年は１億

８千９百万円とやや減少はしましたが、被害の状況は依然深刻なものとなっています。再造

林の放棄や更新不良の伐採跡地等の増加を防ぐため、引き続き効率的な捕獲と被害対策を進

める必要があります。 

〇持続的な林業経営や安定的な木材生産のためには、それを支える森林資源の循環利用が重要

であり、間伐材の利用推進とともに、主伐の促進と伐採後の確実な更新を進めていく必要が

あります。 

〇平成 26年８月豪雨による広島市の土砂災害や平成 28年４月の熊本地震、平成 29年７月の九

州北部豪雨、西日本一帯に甚大な被害をもたらした平成 30年７月豪雨等による土砂災害など、

大規模な災害が全国各地で頻発しており、引き続き、治山事業やみえ森と緑の県民税による

災害に強い森林づくりを進めていく必要があります。 

〇三重県水源地域の保全に関する条例に基づき、特定水源地域について、協定に基づく森林管

理や公有林化を促進するとともに、保安林指定を推進するなど適正な管理を進める必要があ

ります。 
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【基本方針２ 林業の持続的発展】 

（これまでの取組の成果） 

〇間伐の推進や森林施業の集約化、県産材の需要拡大など、川上から川下までの総合的な対策

に取り組みましたが、県産材（スギ・ヒノキ）の素材生産量は平成 29年度に 323千㎥となり

目標の 387千㎥を下回っています。 

〇県内の木質バイオマス発電所向けの木質チップ原料の供給について、収集・運搬機械の導入

や流通経費に支援した結果、平成 29年度に７万トンまで増加しました。 

〇平成 24年度からスタートした森林経営計画制度により、54,462haで施業の集約化が進みまし

た。また、効率的な森林施業の実施に向けて路網整備や高性能林業機械の導入を促進し、県

内の林業事業体等が保有する高性能林業機械の台数は平成 28年度末で延べ 103台となってい

ます。 

〇林業の担い手の育成・確保については、高校生の職場体験や就業相談会、もりびと塾（林業

体験コース）を実施した結果、新規林業就業者数は毎年 40 名程度を確保しています。また、

施業を集約化するためのプランナーの育成、今後増加する主伐等に必要な架線集材の技術者

や、効率的な施業を実施するための高性能林業機械の操作やメンテナンスのできる技術者の

養成に取り組みました。 

〇県産材の利用の促進については、品質の確かな「三重の木」認証材を中心に、県内や首都圏

等大消費地においてＰＲに取り組んだ結果、平成 28年の「三重の木」認証材等出荷量は 35,639

㎥となり、平成 22年に比べ約 1.4倍まで増加しました。しかし、平成 29年には 17,148㎥と

なり、平成 22 年に比べて７割まで減少しました。また、平成 28 年５月に開催されたＧ７伊

勢志摩サミットでは、首脳会議用円卓や国際メディアセンターの檜舞台等に、森林認証を受

けた「尾鷲ヒノキ」をはじめとする県産材が採用され、海外からも高い評価を受けたほか、「尾

鷲ヒノキ」は平成 29年３月に、林業分野で唯一「日本農業遺産」に認定されました。 

 

（課題） 

〇木材価格の低迷や、ニホンジカの獣害被害などによる森林所有者の経営意欲の減退が、素材

生産量の伸び悩みにつながっていることから、森林所有者の所得向上に向け、林業の採算性

を高めるための植栽～保育にかかる育林コストの低減や、効果的な獣害対策に取り組む必要

があります。 

〇大型合板工場の稼働に伴うＢ材需要や、木質バイオマス燃料のＣ材需要が増大していること

から、川下の事業者と川中の原木市場、川上の素材生産業者等の関係者が連携し、流通の合

理化等による流通経費の低コスト化、協定等に基づく原木の安定供給体制の構築を進める必

要があります。 

〇森林経営計画制度や新たな森林管理システムに基づく、意欲と能力のある林業経営者への再

委託等により、更なる施業の集約化を図るとともに、路網整備や高性能林業機械の導入促進

および稼働率の向上等による木材生産の低コスト化を進める必要があります。 

〇施業プランナーや高度な技術を持ったオペレーターなど、多様な人材の育成を進めるほか、

林業の成長産業化や中山間地域の活性化に向けて、次代を担う経営感覚の優れた人材の育成

に取り組む必要があります。 

〇近年、製材品の品質の安定性や、大ロットの供給が求められることから製材工場の大規模化

が進んでおり、中小製材工場が多い本県の製材品の価格競争力や供給能力が相対的に低下し

木材需要の減少につながっています。また、Ｂ材やＣ材の需要は拡大していますが、再造林

を考慮した林業の採算性を確保するには、一番価値の高い部分であるＡ材（製材用材等）の

需要を拡大する必要があります。 
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【基本方針３ 森林文化及び森林環境教育の振興】 

（これまでの取組の成果） 

〇森林文化・森林環境教育指導者については、平成 28年４月に森林環境教育、木育、森づくり

活動の総合窓口となる「みえ森づくりサポートセンター」を開設し、対象者のレベルに応じ

た研修会等を開催した結果、目標の 680人を上回る 688人を養成しました。 

〇森林文化・森林環境教育の活動については、三重県民の森や上野森林公園での自然観察会の

開催、みえ森と緑の県民税を活用した学校や地域での森林環境教育の取組、新たに未就学児

や小学校低学年の児童を対象とした木育の取組など、市町、各種団体、ＮＰＯなどさまざま

な主体と連携して取り組んだ結果、目標値の 2,200 回を上回る 2,233 回の活動が実施されま

した。 

〇身近な自然とのふれあいの場となる里山の保全等については、里地里山保全活動等の活動実

施箇所数が 82箇所に増加するなど、地域住民や団体等による自主的な保全活動が進んできて

います。 

 

（課題） 

〇森林環境教育や木育を進めていく上で、指導者の養成とともに、指導者、活動団体、学校な

どをつなぐコーディネート機能を充実させていく必要があります。 

〇市町、各種団体、ＮＰＯなどさまざまな主体と連携し、継続して森林環境教育や木育を実施

することで、森林の重要性や地域の木材を使うことの意義等の理解を広め、森林保全活動へ

の積極的な参加や、地域材の利用促進に繋げていく必要があります。 

〇生物多様性の確保や身近な自然とのふれあいの場として重要な里地・里山・里海等の保全活

動が、県民、事業者、ＮＰＯ、行政等の連携のもとで、今後も継続的に行われる必要があり

ます。 

 

【基本方針４ 森林づくりへの県民参画の推進】 

（これまでの取組の成果） 

〇県民の皆さんの森林に対する理解を深め、森林づくりへの参画意識を高めるため、10月の「も

りづくり月間」を中心に、森林と木づかいに関するさまざまなイベントを開催してきました。

こういったイベントや県民参加の植樹、「企業の森」活動の推進等に取り組んだ結果、指標と

している「森林づくり参加者数」は 33,005人となり目標数の 32,000人を上回りました。 

〇森林づくりへのさまざまな主体の参画を促すため、森林ボランティア活動等に必要な基礎知

識や技術に関する研修を実施したほか、活動場所の確保、指導者の育成など、企業やボラン

ティア団体等の活動の支援を進めました。 

〇企業の森については、企業の環境貢献意識の高まりを背景に取組は増加しており、平成 30年

３月現在で 47箇所 212.6haの協定が結ばれ、企業と地域との連携を深めつつ森林整備等が進

められています。 

 

（課題） 

〇森林や木づかいに関するさまざまなイベントの開催等を通じて、森林の現状や課題が県民に

十分に認識されるとともに、県民が森林の適正な保全・管理等に積極的に関与できる環境を

整備する必要があります。 

〇森林づくり活動をさらに促進するため、引き続き、森林ボランティアや、自伐林家等に対す

る必要な知識・技術を学ぶ研修機会の提供、指導者の育成などを進める必要があります。 

〇木材が、再生可能な資源であるとともに環境にやさしい資源であることが理解され、地域の

材は地域で優先して使用するなどの取組が率先して行われるような社会づくりを進めていく
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必要があります。 

 

４ 基本計画の期間 

条例で掲げている「百年先を見据えた豊かな三重の森林づくり」をめざしていくには、中長

期的な目標設定が必要と考えられますが、近年、森林・林業を取り巻く社会情勢変化のスピー

ドが速まっていることや、これまでも概ね５年を目安として基本計画の見直しを行っているこ

ともふまえ、目標年次を平成 31年度から 10年後の平成 40年度（2028年度）とし、その実現に

向けて必要な具体的な施策を示すこととします。 

また、重点的に実施するプロジェクト（以下「重点プロジェクト」という）を新たに設ける

こととし、森林・林業を取り巻く課題等を考慮して計画期間の前半に重点的に実施すべき施策

と位置付け、目標年次を平成 31年度から５年後の平成 35年度（2023年度）としてその進捗管

理を図ることとします。 
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② 県民全体で森林を支えるという合意形成が出来ている 

森林の持つさまざまな公益的機能が自分たちの暮らしや生命を支えているという県民の理

解のもとで、森林づくりや木材利用に県民が積極的に関わり、県民全体の支えにより森林

が適正に管理されています。 

（具体的な姿） 

・森林が土砂災害を防止・抑制すること、水道や農業用水などの水源としての機能を果たし

ていること、地球温暖化防止の基盤となる働きをもっていること等、自分たちの生活に欠

かすことの出来ない大切なものであることが県民に理解され、県民全体が森林管理に高い

関心を持っています。 

・森林の現状や課題が県民に十分に認識されているとともに、森林を管理することに社会的

な責任があることが県民に理解されています。また、県民から森林管理のあり方に積極的

な発言があり、その意見を反映しつつ、多様な主体による森林管理が行われています。 

・森林環境教育や木育などにより森林の重要性が県民に認識され、森林保全活動への参加や、

積極的な木材利用が行われています。また、教育の場やレクリエーションの場として森林

が活用されています。 

・木材が、再生可能な資源であるとともに環境にやさしい資源であることが県民に理解され、

地域の材は地域で優先して使用する地産地消を中心に、建築資材やバイオマスエネルギー

など様々な用途で活用されています。 

 

（２）林業のあるべき姿 

県民の皆さんにとって望ましい林業の状態について、次の４つを示します。 

 

① 林業が誇りある産業として、地域を支えている 

林業が中山間地域の重要な産業として確立するとともに、林業が担っている役割や影響に

ついて県民の理解が進み、林業関係者が誇りを持って働いています。 

（具体的な姿） 

・林業が森林を伐採すると同時に守り育てる産業であり、林業活動によって森林が健全に保

たれ、県民の生活が支えられているという県民の理解が進み、林業が憧れの職業となって

います。 

・林業の収益性が確保されることで、地域経済が活性化するとともに、中山間地域の主産業

として若者の働く場の創出や人口の定着に寄与しているなど、林業が中山間地域の振興を

担っています。 

・林業のみならず、農業や生産物の加工販売などとの複合経営や６次産業化など、多様な林

業経営が中山間地域の振興を担っています。 

・林業関係者が、木材が再生可能な資源であることや森林整備により森林が持つ公益的機能

が高度に発揮されることを理解して誇りを持って働くとともに、県民に対しても理解が進

むよう働きかけています。 

・高性能林業機械の導入や路網整備などにより、作業内容や安全面・衛生面が改善されると

ともに、林業の活性化により安定した収入が確保されるなど、労働環境が向上し、林業従

事者が意欲的に働いています。 

 

② 森林環境に配慮しながら、持続可能な林業経営が行われている 

森林資源を安定的に供給し、経済的にも収益を確保しながら、森林の持つ公益的機能に配

慮した持続的な林業経営が行われています。 
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（具体的な姿） 

・木を植え、育て、収穫して利用し、また植える、「緑の循環」が推進され、適正な更新（植

栽）により資源の循環利用が行われています。 

・森林の地形や所有界、資源状況など最新の技術（ＧＩＳなど）を活用し管理された森林情

報に基づき、森林施業の集約化や森林資源に応じた林業活動が行われています。 

・生産林や環境林などの森林の利用形態や、地形条件等に即した路網整備や林業機械の導入

など、生産性の向上や環境への影響に配慮した生産システムが確立され、施業の効率化と

自然環境との調和が図られた林業活動が行われています。 

・森林の地積調査や境界の明確化が進み、所有境界の管理や所有権の移転が容易となり、意

欲の高い経営者により林業経営が行われています。 

・長伐期施業による複層林化や針広混交林化など自然環境と調和した多様な林業経営が展開

されています。 

・カーボン・オフセットに用いられるクレジット制度やファンドなどの民間投資も活用しな

がら、環境に配慮した森林の価値を高める林業経営が行われています。 

・森林認証などの森林の環境保全に配慮した持続可能な林業生産活動が、多くの県民に理解

され評価されることで認証材が優先的に活用され、持続可能な林業経営が展開されていま

す。 

・シカなどの野生鳥獣が適正に頭数管理されることにより、野生鳥獣による植栽木等の被害が

減少し、自然の力を生かした植生の更新など費用のかからない林業経営が行われています。 

・早成樹の導入などによるバイオマス利用に向けた木材生産、広葉樹や竹材の有効活用、キ

ノコや山菜等の林産物の生産など、森林環境に配慮しながら短期的な収益が期待できる林

業経営が行われています。 

 

③ 林業や木材産業の関係者等が連携し、消費者ニーズに対応したビジネスを展開している 

林業や木材産業、建築業などの事業者自らが生産から販売まで意欲的に取り組み、川上か

ら川下までの関係者が連携するなど、消費者のニーズに的確に対応した戦略的な活動が行

われています。 

（具体的な姿） 

・林業経営者や製材所などの事業者が、新たな需要の開拓や市場のニーズに応じた対応など、

自ら生産したものを自ら販売するという気概や戦略をもって取り組んでいます。 

・付加価値の高い優良材生産や並材の大量生産など、各地域の特性に合った林業と木材産業

の需給体制が確立されています。 

・林業経営者や素材生産業者、原木市場、製材所、工務店など川上から川下までの関係者が

お互いに連携して、消費者のニーズに対応した供給体制の整備や製品・サービスの提供が

行われています。 

・地域で生産された材を地域で加工し、地域で優先して活用する木材の地産地消の流れが確

立されています。 

・生産者と新たな需要先とをつなぐコーディネーターやマネージャーなどの活用、ＩＣＴの

利用などによる物流と商流の分離など、新しい技術や斬新な手法を取り入れた林業・木材

産業が展開しています。 

 

④ 森林の持つ多様な資源や地域の特色が生かされている 

歴史的背景や自然環境、地域産業などの地域の特色を生かした林業経営や地域の森林資源

を生かした新しいビジネスが展開されています。 
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（具体的な姿） 

・尾鷲地域や波瀬地域（松阪市飯高町）などで伝統的に培われてきた施業やブランド力の強

みを生かした林業経営が行われています。 

・県内に多く存在する国立・国定公園や県立自然公園、世界遺産熊野古道周辺の森林などで

は自然景観に配慮した林業経営が行われています。 

・神宮宮域林にみられるような広葉樹林を計画的に配置して水源涵養や風致等に配慮しつつ、

超長伐期の施業体系によりスギ・ヒノキの大径材生産を目指した林業経営が行われています。 

・人工林率が高い、広葉樹が豊富、製材工場が多いなど、それぞれの地域の特徴を生かした

林業経営が行われています。 

・養殖筏や家畜用敷料としての利用など農業や漁業との連携や、他の分野の産業とコラボレ

ートした林業経営が行われています。 

・スギ、ヒノキのみならず広葉樹や草本など、地域の多様な植生を活用して、木材の利用に

とどまらない付加価値の高い製品づくりが行われています。 

・景観や植生など森林が持つ様々な自然的要素を生かし、林業関係者が観光をはじめとする

集客交流ビジネスなどに取り組んでいます。 

 

【基本方針１】森林の多面的機能の発揮 

１－（１）「構造の豊かな森林※」づくり 

森林の多面的機能を高度に発揮し、持続可能な森林づくりを行うため、森林ゾーニングに

応じた適切な森林整備を進めるとともに、広葉樹の森づくりや里山の整備など、多様な森林

づくりを進めます。 

※「構造の豊かな森林」とは 

・人工林や天然林などの林種や針葉樹林・広葉樹林・針広混交林などの樹種の異なる森林 

・若齢林から老齢林までさまざまな林分構造の発達段階の違う森林 

・高木や低木、下層植生など垂直方向の階層構造が多様な森林 

・これらが複合した多種多様な森林 

 

１－（２）県民の命と暮らしを守る森林づくり 

 近年頻発する台風や集中豪雨等から県民の命と暮らしを守るため、「災害に強い森林づくり」

や、保安林制度、三重県水源地域の保全に関する条例に基づく森林の適切な管理を進めると

ともに、ニホンジカ等の野生鳥獣による獣害対策、森林病害虫対策や林野火災の防止に向け

た取組を進めます。 

 

１－（３）森林づくりを推進する体制の強化 

適切な森林管理を推進するため、市町と連携し、森林計画制度の適正な運用を図ります。

また、効果的かつ効率的な森林整備が進められるよう、森林ＧＩＳ等による正確な森林情報

（所有者、森林境界、資源内容、施業履歴等）の把握と活用を進めるともに、公益的機能の

発揮が強く求められる森林においては森林の公的な管理を進めます。 

さらに、森林環境譲与税（仮称）や森林経営管理法の導入を受け、今後、森林・林業行政に

おける市町の役割がますます重要となることから、これらの新たな動きに円滑に対応できるよ

う市町をサポートします。 
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【基本方針２】林業の持続的発展 

２－（１）林業および木材産業等の振興 

利用期を迎えた森林資源を活用し、林業および木材産業等を活性化するため、循環型林業

の実現に向けた取組を進めるほか、施業の集約化や基盤整備等による生産性の向上、原木の

安定供給体制の構築、林業・木材産業の競争力強化を図ります。 

 

２－（２）森林・林業・木材産業や地域を担う人づくり 

将来にわたり森林の公益的機能が高度に発揮されるよう森林を管理・育成するとともに持

続的な林業経営を行うために、森林の適切な管理や林業・木材産業の競争力強化に資する高

いスキルを持った担い手の育成や新たな担い手の確保に取り組みます。また、地域を担う経

営意欲の高い林業事業体の育成や地域振興の視点を持った人づくりを進めます。 

 

２－（３）県産材の利用の促進 

県産材の利用は、「緑の循環」をとおした森林整備の促進や林業の活性化につながることか

ら、住宅建築をはじめ、暮らしの中のさまざまな場面で県産材が利用されるよう取組を進め

るとともに、県産材の信頼性の向上や木材輸出等の新たな需要への対応、木質バイオマス発

電等のエネルギー利用に向けた安定供給体制の構築などを進めます。 

 

【基本方針３】森林文化及び森林環境教育の振興 

３－（１）森林文化の振興 

県民の皆さんや地域を訪れる方々が、森林との豊かな関わりを持てるよう、森林や自然、

森林文化の持つ魅力を生かした情報発信や観光誘客の取組など、森林と親しめる環境づくり

や山村地域の新たな魅力づくりを進めます。 

 

３－（２）森林環境教育・木育の振興 

森林・林業に対する県民の理解と関心を深めるため、森林や木と気軽にふれあえる環境の

整備や学習機会の提供、森林環境教育等の指導者の育成等を行います。 

 

【基本方針４】森林づくりへの県民参画の推進 

４－（１）県民、ＮＰＯ、企業等の森林づくり活動の促進 

「森林は大切」という意識が「森林を守る」という具体的な行動につながるよう、さまざ

まな主体による森林づくりが促進される環境を整備します。 

 

４－（２）木づかいの促進 

県民、企業等による県産材の積極的な利用が、三重の森林を守り、育てることにつながるこ

とから、「木に親しみ、ふれる」機会の拡大を図るとともに、県産材を利用する意義を積極的に

発信し、社会全体で共有することで木づかいの促進を図ります。 

 

４－（３）三重のもりづくりの意識の醸成 

県民の皆さんの三重のもりづくりに対する理解を深め、自主的な森林づくりへの参画や積極

的な木材利用につなげる取組を行います。 
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・「みえ森と緑の県民税」を活用して、流木となるおそれのある渓流沿いの森林整備や治山施設等

に異常に堆積した土砂や流木の撤去等を行います。 

 

（２）森林の保全と保安林制度の推進 

・森林の有する公益的機能の維持や自然環境との調和に配慮した、適正な土地利用を確保するた

め、林地開発許可制度の適正な運用に努めます。 

・水源のかん養や山地災害の防止など重要な機能を有する森林を適切に維持・管理していくため、

保安林の計画的な指定や整備の推進等、保安林制度の適正な運用に努めます。 

・三重県水源地域の保全に関する条例に基づき、水源地域内の土地取引等の事前届出制度の的確

な運用を図るとともに、市町および森林所有者等と連携し、水源地域の森林整備や特定水源地

域の保安林への指定を推進します。 

 

（３）森林病虫害対策および森林災害対策の着実な実施 

・「保全すべき松林」の被害拡大を防止するため、松くい虫防除を実施する市町に対し、効果的な

防除が実施されるよう指導及および情報提供を行います。 

・カシノナガキクイムシによるナラ枯れの拡大を防止するため、被害状況の把握や対策方法など

の情報収集に努め、効果的な被害対策が実施されるよう指導および情報提供を行います。 

・林野火災予防の普及を行うとともに、森林保険への加入を促進します。 

 

（４）野生鳥獣による被害の低減 

・ニホンジカ等による森林の被害の軽減を図るため、必要な防護対策を実施するとともに、森林

管理署や市町、森林組合などとの連携による地域一体となったニホンジカ等の効果的な捕獲を

進めます。 

・森林の更新を阻害しているニホンジカの生息密度を低減させるため、ＩＣＴを活用した新たな

捕獲技術の普及・啓発を進めます。 

 

【基本施策１－（３）】森林づくりを推進する体制の強化 

（１）国・市町等と連携した森林管理の推進 

・県内４流域（北伊勢、南伊勢、伊賀、尾鷲熊野）の地域森林計画、および市町村森林整備計画

に即して、造林・伐採等が実施されるよう、森林計画制度の適正な運用に努めます。 

・国有林や隣接府県との情報共有・連携を図り、適正な森林管理を進めます。 

・市町が森林環境譲与税（仮称）を活用した新たな森林管理システムを円滑に実施し、着実に森

林整備を進めていけるよう、地域の実情に応じたきめ細かな協力・支援に努めます。 

・伐採後の適切な更新が行われるよう、伐採箇所の巡視や造林の実施状況の的確な把握など、伐

採・造林届出制度の適正な運用を図ります。 

・森林法に基づく新たに森林の土地の所有者となった場合の届出制度の的確な運用や、関係行政

機関の連携による情報の共有等を進め、森林所有者に関する精度の高い情報となる林地台帳の

整備を促進します。 

・山間部における地籍調査の促進に向けた基礎的調査となる森林境界の明確化を進めます。 

 

（２）森林資源データの整備と情報提供 

・森林組合等が実施する森林境界の明確化や、地籍調査等の成果を森林ＧＩＳに的確に反映し、

森林情報の精度の向上を図ります。 

・森林ＧＩＳ等で管理するさまざまな情報について、インターネットを介して市町、林業事業体
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森林所有者等と双方向で情報の共有・更新ができるよう、クラウドシステムの適正な運用とネ

ットワーク化の促進を図ります。 

・人工衛星や航空レーザ計測等、リモートセンシングの技術を活用し、森林資源情報等の効果的

かつ的確な把握に努めます。 

 

（３）森林の公有林化等による公的管理 

・特定水源地域等の公益的機能の重要な森林のうち、森林所有者による適切な整備が見込めない

森林については、森林管理の協定による経営の受託や市町による公有林化等、公的な管理を促

進します。 

・県行造林地の適切な森林整備を進めるとともに、伐期を迎えた箇所については計画的な伐採と、

伐採後の的確な更新を図ります。 

 

（４）森林の公益的機能発揮に向けての研究 

・森林整備による、土砂流出や流木発生の抑制効果を検証するため、三重県内各地で実証研究を

進めます。 

 

【基本施策２－（１）】林業および木材産業等の振興 

（１）森林施業の集約化の促進 

・森林施業プランナー等による森林所有者への働きかけにより施業の集約化を進めるとともに、

森林経営計画の作成を促進します。また、新たな森林管理システムに基づく、意欲と能力のあ

る林業経営体への再委託等を通じて森林経営計画の作成を促進します。 

・森林所有者や森林境界の明確化、施業履歴等のデータ集積による、精度の高い森林資源情報を

活用した森林施業の集約化を促進します。 

 ・森林所有者から森林組合や認定林業事業体等への森林管理の長期施業委託を促進します。 

 

（２）多様な原木の安定供給体制の構築 

・製材、合板、木質バイオマス燃料等さまざまな需要に応じた多様な原木を安定的・効率的に供

給するため、木材の需給情報の共有を進めるとともに地域の実情に応じた安定供給体制の構築

を図ります。 

・中間土場、山土場等を活用した原木の需要先への直送など、商流と物流の分離による原木流通

の効率化や低コスト化を図ります。 

 

（３）林業・木材産業の競争力強化とスマート化 

・素材生産の低コスト化に向け、高性能林業機械の導入を促進するとともに、基盤となる林道、

林業専用道、森林作業道などの路網をそれぞれの役割に応じて効果的に整備することで、地域

の実情に応じた効率的な作業システムの構築を図ります。 

・品質・性能、価格や供給の安定性の面において競争力のある木材製品や、少量・多品種などの

ニーズに応じた木材製品を供給するため、製材工場間の水平連携体制構築を促進するほか、Ｉ

ＣＴの活用を含めた多様な木材加工・流通体制の整備を促進します。 

・航空レーザ計測等による精緻な森林資源情報の把握や、原木流通システムのＩＣＴ化を進める

ことで林業のスマート化を図ります。 

 

（４）多様な収入源の創出 

・地方創生の新たなモデルとして、林業だけでなく、農業や観光業、自然体験などさまざまな業
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種を複合的に組み合わせた、中山間地域の所得向上と定住促進を図ります。 

・森林から生み出される資源を新たな視点で有効に活用した、新商品の開発等を促進します。 

 

（５）特用林産の振興 

・安全・安心な特用林産物を供給するため、生産体制の整備を促進します。 

・きのこ生産者に対して生産性向上のための技術指導を行うとともに、消費者に対しては安全・

安心なきのこ等の情報提供を行います。 

・空調のための消費電力が少ない高温発生型のきのこや、抗腫瘍効果等の機能性が高いと考えら

れる新たな食用きのこの人工栽培技術を開発し、生産者に普及します。 

 

（６）効率的な林業生産活動のための研究 

・育林コストを下げるため、初期成長がよいとされるスギ・ヒノキエリートツリーのコンテナ苗

の生産技術や早生樹の育林技術の確立に取り組みます。 

・安全で効率的な木材生産を行うための森林作業道の作設技術や、林業機械を使用した作業シス

テムの開発に取り組みます。 

 

【基本施策２－（２）】森林・林業・木材産業や地域を担う人づくり 

（１）林業の担い手の育成・確保 

・林業の新規就業者を確保するため、県内高校生や都市部の既就業者等の就業希望者等に対して

林業への就業等に関する情報提供や相談会等を開催するとともに、就業体験や技術研修を行い

ます。 

・林業は他産業に比べ労働災害の危険が高いことから、労働災害防止に向けた取組や職場環境の

改善など労働災害の削減を図ります。 

 ・素材生産量の増大に向けて生産性の向上を図るため、架線集材技術の習得や高性能林業機械の

操作・メンテナンス等の高い技術を持った人材の育成を図ります。 

・森林所有者へ施業提案を行い、森林所有者に代わって地域の森林を適切に管理する森林施業プ

ランナーの技術力向上を図ります。 

・将来にわたる持続的な林業の活性化に向けて、効率的な林業経営や新たな林業の展開等ができ

る高度な林業人材の育成を図ります。 

・高度な林業人材や高い現場技術を持った林業人材を効率的・効果的に育成するため、新たな林

業人材育成機関として「みえ森林・林業アカデミー」を設置して人材の育成を図るとともに、

他県の林業大学校等とも連携し、新規就業者の確保を図ります。 

・新たな森林管理システムの導入など、森林・林業行政における市町の役割が強化されているこ

とから、「みえ森林・林業アカデミー」において市町職員向け講座を開催するなど市町を支援

します。 

・森林の整備・保全と林業の活性化を図るため、長期的・広域的な視点に立って地域の森林づく

りの全体像を示すとともに、市町、地域の林業関係者等への技術的支援を的確に実施できる森

林総合監理士（フォレスター）や林業普及指導員の育成を図ります。 

 

（２）地域を担う多様な人づくり 

・林業は中山間地域の仕事の場の創出や定住促進など、地域を活性化するために欠かすことがで

きない産業であることから、中山間地域の振興の視点を持った林業人材の育成を図ります。 

・林業の活性化や中山間地域の振興を図るため、中山間地域の資源を生かした新たな森林ビジネ

スの展開等ができる先進的で経営センスのあふれる人材の育成を図ります。 
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・小規模な森林所有者などの自主的な森林整備や素材生産活動を促進するため、地域経済の活性

化にも資する木の駅プロジェクトを推進するとともに自伐型林業の活性化を図ります。 

・障がい者が多様な担い手として活躍できるよう、木工分野等において福祉事業所との連携等に

取り組みます。 

 

（３）林業事業体の育成と経営力の向上 

・地域林業の中核的な役割を担う林業事業体を育成・確保するため、経営支援や機械化の促進等

により経営改善や基盤強化を図ります。 

・森林整備の推進や素材生産量の増大を図るため、林業への新規参入の促進や「みえ森林・林業

アカデミー」等による人材育成を通じて、事業体の育成・確保を図ります。 

 

【基本施策２－（３）】県産材の利用の促進 

（１）県産材の需要の拡大 

・県産材の新たな需要としてＧ７伊勢志摩サミットでも好評を得た内装材など、県産無垢材の表

面品質の高さをアピールできる製品の販路拡大に取り組みます。 

・尾鷲ヒノキや、波瀬地域のスギなど県内のブランド材の魅力を生かした付加価値の高い製品の

販売展開を促進します。 

・木材の輸出を促進するため、中国、韓国、台湾などにおけるニーズの的確な把握や、輸出用原

木や製品の安定供給に向けた取組を促進します。 

・県内合板工場から生産される合板の利用促進に向け、公共工事における利用や内装材への活用

などを促進します。 

・生産性の高い大型製材工場等の大ロットの需要にも安定的に原木を供給できる体制整備を検討

します。 

 

（２）信頼される県産材の供給の促進 

・木材の需要者に安心して使っていただけるよう、規格基準が明確な「三重の木」認証材やＪＡ

Ｓ材の普及による県産材の品質向上に努めます。 

・「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」への対応など県産材の合法性確保に向

け、ＦＳＣ等の認証制度の普及促進を図るなど関係事業者への情報発信を進めます。 

・建築事業者等のニーズに応えるべく、高品質で専門性が高い材を生産する製材工場が多いとい

う本県の製材業界の特長を生かしながら製材工場間の連携を図りつつ、製材品を必要な時に必

要な量を納品できる体制を構築して県産材の信頼性を向上させるなど、外材・県外産材から三

重県産材への転換に向けた取組を促進します。 

 

（３）住宅建設における木材利用の促進 

・県産材を利用した木造住宅の建築を促進するため、素材生産業者、製材業者、工務店、建築士、

等の川上から川下までの多様なネットワークやサプライチェーンを構築し、消費者ニーズにマ

ッチした顔の見える家づくりを推進します。 

・今後の生産増加が見込まれる中・大径材を活用し、住宅等における無垢材の梁桁や内装材とし

ての利用を促進します。 

 

（４）中・大規模施設等の木材利用の推進 

・県産材の利用拡大を図るため、ＣＬＴや木質耐火部材等の新たな木質部材の活用もふまえ、公

共施設や民間商業施設等の非住宅分野における木造・木質化を促進します。 
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・2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として捉え、競技大会関連施

設をはじめ各種公共施設等への県産森林認証材等の利用を働きかけます。 

・建築基準法の改正や森林環境譲与税（仮称）の導入を契機に都市域において公共施設等におけ

る木材利用が進むことが想定されることから、このような動きを見据え、事業者等と連携して

発注者に対する働きかけを進めます。 

 

（５）持続可能な木質バイオマス利用の推進 

・地域林業の活性化や森林保全につながる未利用間伐材などの有効活用を図るため、県内木質バ

イオマス発電や熱利用など、木質バイオマスのエネルギー利用を促進します。 

・森林資源のカスケード利用を進めるため、効率的な木材の生産、収集・運搬の仕組みづくりを

進めます。また、地域活性化にも資する木の駅プロジェクトを推進し、木質バイオマスの地産

地消を促進します。 

 

（６）新製品・新用途の研究・開発の促進 

・県産材の利用促進のため、スギ・ヒノキの中・大径材の有効活用や付加価値を高めるための技

術開発や性能評価に取り組みます。 

・県内の林業事業体や民間企業、自治体等からの要請に応えた研究・開発を行うとともに、その

成果を速やかに公表し普及に努めます。 

 

【基本施策３－（１）】森林文化の振興 

（１）森林の文化的価値の保全および活用 

・世界遺産や日本農業遺産の制度を活用し、県内の伝統的な林業や森林文化の価値向上と情報発

信力の強化を図るとともに、市町、団体等と連携し地域の魅力向上や活性化を促進します。  

・森林の恵みが豊かな川や海を育み、人の暮らしや食をはじめとする地域の文化を生み出す源流

となっていることなど、森林と人の営みに関する情報発信に努めます。 

・消費者の求める価値が多様化していることから、ジビエや広葉樹をはじめとする新しい価値に

着目した森林資源の活用を促進します。 

 

（２）森林文化の体験と交流の促進 

・三重県が誇る美しい自然景観等の地域資源を活用した、自然体験等のエコツーリズムの取組、

林業や田舎暮らし体験等のプログラムを充実させることで、県内外からの誘客を促進するとと

もに、地域の活力向上を図ります。 

 

（３）里山の整備および保全の促進 

・人との関わりの中で、生物の多様性を維持しながら地域の暮らしや文化を支えてきた里山の自

然環境を守りつつ、自然とのふれあい、活動の場として再生・活用してくため、地域住民やＮ

ＰＯ等による保全活動を促進します。 

 

（４）森林文化の継承 

・伊勢神宮や熊野古道など、自然や森林と人の営みのつながりにまつわる文化の保全・継承に努

めます。 

・木を活用する伝統産業など「木の文化」の継承・復興に必要な、有用広葉樹種の育成および、

安定供給の取組を促進します。 
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【基本施策３－（２）】森林環境教育・木育の振興 

（１）森林環境教育・木育に関わる「人づくり」 

・県民の皆さんに森林の公益的機能や木育への関心を高めるため、県内各地で開催されるイベン

トとの連携や各種メディアを活用した情報発信に努めます。 

・豊富な知識や技術を有した指導者のもとで森林環境教育・木育を推進していくため、育成した

指導者に対するフォローアップの取組や、指導者間のネットワークづくりを進めるとともに、

地域で活躍する新たな指導者の育成に努めます。 

 

（２）森林環境教育・木育に関わる「場づくり」 

・県民の皆さんが気軽に森林・林業に触れ、学びや体験が行えるよう、市町や民間企業、関係団

体等と連携協力して森林環境教育・木育の場の設置や確保を進めます。 

・森林環境教育・木育を受ける機会を増やすため、森林公園などを活用した体験活動の充実や放

課後児童クラブ、幼稚園や保育園での森林環境教育・木育のプログラムの充実、森林や自然体

験を重視した野外体験保育の取組の拡大に努めます。 

 

（３）森林環境教育・木育に関わる「仕組みづくり」 

・学校における森林環境教育・木育を推進していくため、「みえ森づくりサポートセンター」を核

として関係機関と学習のコーディネートを進めるとともに、段階的な教育をサポートする取組

を進めます。 

・森林環境教育・木育を通じて、地域の未来を担う人材を育成していくため、地域の課題や特徴を

盛り込んだ教育活動の実践や、担い手の育成に結び付く教育活動の充実を図ります。 

 

【基本施策４－（１）】県民、NPO、企業等の森林づくり活動の促進 

（１）森林づくり活動への県民参加の促進 

・森づくり活動団体や地域住民による森林整備を促進するため、みえ森づくりサポートセンター

を核として、基礎的な技術研修や活動に必要な情報提供等を進めます。 

・森づくり活動団体の維持および活性化を図るため、木の駅プロジェクトへの参画や、移住者等

の森林づくりへの参加を促進します。 

・企業の森活動のより一層の充実を図るため、企業関係者と地域住民や学校との交流促進など、

活動の幅を広げるための支援を行います。 

 

（２）緑化活動の促進 

・県民の緑を大切に思う心を育むため、緑化活動に取り組む団体と連携し、地域の緑を育む活動

等を通じ、県民の皆さんの緑化意識の高揚を図ります。 

 

【基本施策４－（２）】木づかいの促進 

（１）暮らしの中での木づかいの促進 

・家庭や子育てにおける木づかいを促進するため、木の良さを伝えるイベントの開催や情報発信

を進めるとともに、県産の木製玩具や遊具等の活用を促進する取組を進めます。 
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（２）多様な主体との連携による木づかいの促進 

・県民全体での木づかいを促進するため、ＰＲ効果の大きい企業等における木材利用に向けた提

案や情報提供を行うなど、さまざまな支援を進めます。 

・県内の幅広い企業や団体等における木づかいの取組を推進するとともに、木づかいに係る積極

的な情報発信を行います。 

 

【基本施策４－（３）】三重のもりづくりの意識の醸成 

（１）三重のもりづくり月間の取組 

・森林づくりや木づかいの意義を県民で共有し、意識を醸成するための取組を、三重のもりづく

り月間（毎年10月）を中心に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


















